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令和４年度「空き家コーディネーター」業務委託仕様書 

（企画提案用） 

 

・この仕様書は企画提案書作成用である。 

・企画提案に基づく選定後、委託者は、企画提案書を特定した者と協議を行い、

協議が整った場合は、当該協議を踏まえ、仕様書を修正の上、契約を締結する。 

 

１ 委託業務名 

令和４年度「空き家コーディネーター」業務委託 

 

２ 委託業務の目的 

平成３０年住宅・土地統計調査によると、埼玉県内の空き家数は約３４万６千戸、

そのうち、賃貸・売却などの利用目的のない空き家（いわゆる「その他空き家」）の

数は約１２万４千戸であり、今後、高齢化の進展や人口・世帯数の減少に伴い、さ

らなる増加が懸念されている。 

このような状況の中、埼玉県では、平成２６年に市町村及び関係団体とともに設

置した「埼玉県空き家対策連絡会議」を通じ、「空き家にしない（予防）」、「空き家

をつかう（流通・活用）」、「空き家をこわす（除却）」の３本柱で空き家対策に取り

組んできた。 

また、市町村においては、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法

律第１２７号）に基づく措置等の取組も進めているところである。 

一方で、空き家の所有者やその関係者からの相談は、内容が専門的かつ多岐に渡

り、さらに案件ごとに状況や条件が異なるため、「どこに相談すればよいのかわか

らない」という声も多く聞かれ、相談を受ける市町村職員も幅広い内容への対応に

苦慮している。 

さらに、空き家活用希望者にとっては、相談先さえ十分に整備されていない状況

である。 

そこで、埼玉県では、空き家相談の総合窓口として、専門的な知識や経験を持つ

「空き家コーディネーター」を新たに配置することにより、空き家所有者や活用希

望者等からの相談に対し、相談内容に応じて、具体的な手法の提案や各種専門家等

の紹介、空き家に関連する試算の提案、所有者と活用希望者とのマッチングなどを

行う体制を整備する。 

これにより、空き家所有者や活用希望者等の相談の解決が図られ、空き家の発生

抑制や流通・活用、除却等が促進されることを目的とする。 

 

３ 委託期間 

契約締結日から令和５年３月３１日まで 
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４ 委託業務の内容 

受託者は、空き家所有者等（埼玉県内に所在する空き家の所有者（空き家を所有

することが見込まれる者及びその関係者を含む。以下同じ。）及び埼玉県外に所在

する空き家を所有する埼玉県民（空き家を所有することが見込まれる者及びその関

係者を含む。）をいう。以下「所有者等」という。）及び空き家活用希望者（埼玉県

内に所在する空き家の活用を希望する者をいう。以下「活用希望者」という。）を対

象とし、以下の各業務を実施するものとする。 

また、必要に応じて、埼玉県空き家対策連絡会議（構成員：市町村、不動産や法

律などの関係団体及び埼玉県）との連携・協力を図ること。 

なお、業務実施に当たっては、委託者と連絡調整を行うとともに、業務に支障が

出ないよう必要な人員を配置すること。 

新型コロナウイルス感染症などについて、感染拡大防止に十分配慮すること。 

 

（１）相談窓口の設置 

受託者は、相談窓口（無料）を埼玉県内に設置し、相談員を配置する。 

なお、企画提案書により、相談員の人数や業務経験、業務遂行に資する保有資

格等を提出し、受託者決定後に変更がある場合は、委託者の承諾を得ること。 

 

（２）所有者等及び活用希望者からの相談対応 

ア 所有者等からの相談対応 

  所有者等からの以下に関連する相談に対応し、具体的な手法の提案を行うと

ともに、必要に応じて、専門家・協力事業者の紹介を行う。 

（ア）相続：権利の整理その他相続に関する事項等 

（イ）管理：管理方法、管理委託その他管理に関する事項等 

（ウ）賃貸：賃貸先、賃貸方法、リフォーム、解体その他賃貸に関する事項等 

（エ）売却：売却先、売却方法、リフォーム、解体その他売却に関する事項等 

（オ）解体：解体に関する事項等 

  なお、本委託業務の対象となった相談（市町村の担当窓口を案内したもの等

を除く。以下同じ。）については、相談記録［参考様式］（（４）～（７）の業務

における提案内容や解決内容、成果・課題等を含む。）を作成すること。 

 

イ 埼玉県内に所在する空き家の所有者の台帳の整備・管理 

  受託者は、アの相談において、埼玉県内に所在する空き家の所有者に対し、

活用希望者への空き家の賃貸等の意向を確認し、意向がある場合は、賃貸等の

用途・目的、賃料、期間その他の条件等を把握するとともに、これらの情報を

一覧にした台帳を整備・管理する。 

  なお、所有者本人から情報提供についての同意が得られた場合は、当該台帳

の情報（所有者情報等を除く。）を活用希望者に提供できるものとする。 

  また、必要に応じて、各市町村空き家バンクへの登録を促すこと。 
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ウ 活用希望者からの相談対応及び台帳の整備・管理 

  活用希望者からの空き家の活用に関する相談に対応する。 

  活用を希望する空き家の規模、所在する地域、用途・目的、賃料、期間その

他の条件等を把握し、これらの情報を一覧にした台帳を整備・管理する。 

  なお、活用希望者から希望条件等の情報提供についての同意が得られた場合

は、当該台帳の情報を所有者等に提供できるものとする。 

 

（３）各分野の専門家・協力事業者との連携・協力 

受託者は、自らの責任において、以下の専門家・協力事業者との連携・協力体

制を整え、（２）（５）の業務において、具体的な手法や試算等の提案を行う。 

（ア）相続：弁護士、司法書士、行政書士、税理士等 

（イ）管理：不動産業者その他管理に関する事業者等 

（ウ）賃貸：不動産業者、建築士その他賃貸に関する事業者等 

（エ）売却：不動産業者、建築士、土地家屋調査士その他売却に関する事業者等 

（オ）解体：解体工事業者、家財整理業者その他解体に関する事業者等 

なお、受託者は、企画提案書により、専門家・協力事業者の名称、所在地、種

別及び協力内容等を提出し、受託者決定後に変更がある場合は、委託者の承諾を

得ること。 

 

（４）出張相談・専門家派遣 

ア 相談員及び専門家の派遣 

  （２）アの相談において、埼玉県内に所在する空き家の所有者から現地調査

の要望があった場合は、必要に応じて、（１）の相談員や（３）の専門家（現地

調査を実施するために必要な知見と実務経験を有し、かつ、次に掲げるいずれ

かの資格を有する者をいう。）を派遣する。 

（ア）不動産：宅地建物取引士 

（イ）建築：一級建築士、二級建築士 

（ウ）法律：弁護士、司法書士、行政書士 

  なお、派遣対象は、埼玉県内に所在する空き家の所有者（以下「派遣対象者」

という。）とし、派遣先は、埼玉県内、原則として、空き家所在地とする。 

 出張相談・専門家派遣に当たっては、次のとおり実施すること。 

（ａ）現地調査を行い、建物概要や周辺状況及び建物の状態を踏まえた所見など

を記録し、所見書［参考様式］を作成する。 

   なお、所見書には、周辺状況や建物の状態がわかる写真を添付すること。 

（ｂ）同一の空き家につき２回を限度とし、１回当たり１時間以内とする。 

（ｃ）相談員及び専門家の派遣は、それぞれ２人を限度とする。 

 

イ 派遣対象者への所見書の提供 

  受託者は、派遣対象者に対し、ア（ａ）の所見書を提供する。 
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（５）所有者等への空き家に関連する試算の提案 

所有者等が空き家の相続、管理、賃貸、売却、解体を検討するために必要な費

用及び収支見込みを試算し、提案を行う。 

（試算の提案例） 

・相続した場合の相続税、不動産取得税、固定資産税、維持費等 

・管理する場合の維持管理費等 

・賃貸する場合の賃貸収入、維持管理費、仲介手数料等諸経費、工事費等 

 （現状で賃貸する場合、リフォーム又は解体して賃貸する場合など） 

・売却する場合の売却価格査定、仲介手数料等諸経費、工事費等 

 （現状で売却する場合、リフォーム又は解体して売却する場合など） 

・解体する場合の工事費等 

 

（６）解決に向けたフォローアップ 

 受託者は、所有者等へ提案した具体的な手法や試算等について、その後の実施

及び解決状況などを聞き取り等により確認し、必要に応じて、再度相談に応じる

とともに、再提案を行うなど、フォローアップを行う。 

 

（７）所有者と活用希望者とのマッチング 

（２）イの台帳に記載された所有者及びウの台帳に記載された活用希望者に対

し、空き家の活用の具体的な手法や試算等の提案、情報提供を行うとともに、必

要に応じて、双方のニーズや条件整理等を行い、マッチングを図る。 

なお、受託者が自ら活用希望者を探すこと及び活用希望者となることを妨げな

いものとする。 

 

（８）委託者との連携・協力 

ア 市町村との連携 

  市町村との連携が必要な場合や、空き家の近隣住民からの相談など受託者が

相談に対応することが困難な場合について、委託者は、必要に応じて、市町村

に対し、受託者との連携・協力を依頼する。 

  また、委託者は、市町村に対し、市町村が相談や実態調査等により把握した

所有者等に相談窓口を利用するよう案内することや、空き家の所在地や所有者

等の情報（所有者本人の同意がある場合に限る。）を提供することについて、協

力を依頼する。 

 

イ 埼玉県との連携 

  受託者は、必要に応じて、埼玉県が実施する施策や相談窓口（住むなら埼玉

移住サポートセンター等）との連携・協力を図る。 

  また、相談者に対し、埼玉県が実施する施策の情報等を提供するなど、埼玉

県の施策に協力すること。 
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ウ 広報活動 

  受託者は、相談窓口の利用促進に向けた広報活動を実施する。 

  委託者は、埼玉県ホームページへの掲載などの方法により、相談窓口を周知

するための広報活動を実施する。 

  また、受託者は、相談者に対し、埼玉県が実施する空き家に関する施策の情

報等を提供するなど、埼玉県の空き家対策に協力すること。 

 

５ 進捗状況及び業務終了の報告 

（１）受託者は、本委託業務の対象となった相談の件数等について、委託者と協議の

上、委託者が指定する期日まで（四半期ごと）に報告する。 

 

（２）受託者は、業務終了後速やかに、書面による業務報告書を委託者に提出すると

ともに、以下の電子媒体（DVD-R 又は CD-R）を提出する。 

なお、個人情報の取扱いには、十分留意すること。 

ア 業務報告書 

  ４（２）アの相談記録から具体的な手法や試算等を提案したものを抽出し、

業務報告書として取りまとめる。 

  なお、提案した後の空き家の状況について、相談者から聞き取り等により確

認できたものは、具体的な手法や試算等の提案内容と併せて、その提案による

成果・課題等も記載すること。 

  ただし、記載内容が極端に少ない場合や正確性を欠く場合などは、業務報告

書として認められないことがあるため、留意すること。 

 

イ 相談記録及び所見書 

  ４（２）アで作成した相談記録を提出する。 

  また、現地調査を実施した場合は、４（４）の所見書を提出すること。 

 

ウ ４（２）イ及びウの台帳 

  所有者及び活用希望者の情報を一覧にした台帳を提出する。 

 

６ 委託業務に係る業務量 

委託業務に係る業務量（概算）は、次のとおりとする。 

・４（２）の具体的な手法の提案／専門家・協力事業者の紹介：２８０件 

・４（５）の所有者等への空き家に関連する試算の提案：８０件 

・４（６）の解決に向けたフォローアップ：２０件 

・４（７）の所有者と活用希望者とのマッチング：２０件 

・４（４）の相談員の派遣：８０件 

・４（４）の専門家の派遣：８０件 

・４（８）ウの相談窓口の利用促進に向けた広報活動：一式 
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７ 変更契約における金額の算出方法 

４（２）アの相談記録の内容に基づき、６の業務件数を実際の業務件数に置き換

え、発注時の業務価格算出方法に従い、変更後の業務価格（税抜）を算出する。 

算出した変更後の業務価格（税抜）に、契約金額（税抜）を設計金額（税抜）で

除した比率を乗じ、消費税相当額を加えて算出した金額とする。 

 

 

 

 

 

 

４（２）、（５）～（７）の業務に係る件数は、４（２）アの相談記録における相

談対応の進捗状況に基づいて計上する。 

なお、同一の空き家に関連する相談対応は、重複して計上しないものとする。 

 

８ 留意事項 

（１）第三者への委託 

受託者は、本委託業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせては

ならない。ただし、あらかじめ委託者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（２）委託業務に関して知り得た秘密 

受託者は、本委託業務に関して知り得た秘密を他に漏らし、又は委託業務以外

の目的に使用してはならない。 

本委託業務終了後又は委託契約が解除された後においても同様とする。 

 

（３）個人情報の取扱い 

受託者は、本委託業務を通じて取得した個人情報の適切な管理のために、必要

な措置を講じるものとする。 

本委託業務を通じて取り扱う個人情報については、県の保有する個人情報とし

て、埼玉県個人情報保護条例（平成１６年条例第６５号）に基づき、適正に取り

扱うものとする。 

 

（４）委託者への損害賠償 

受託者は、本委託業務の履行に当たり、自己の責めに帰する事由により委託者

に損害を与えたときは、その賠償の責めを負うものとする。 

 

（５）第三者への損害賠償 

受託者は、本委託業務の履行に当たり、受託者の行為が原因で相談者その他の

第三者に損害が生じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 

 

変更後の業務価格（税抜）×            × １.１ 

＝ 変更後の契約金額（１円未満切り捨て） 

契約金額（税抜） 

設計金額（税抜） 
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（６）委託者との連絡・調整 

受託者は、委託契約書及び本仕様書に基づき、常に委託者と密接な連絡を取り、

その指示に従うこと。 

 

（７）成果物等に関する権利の帰属 

この契約により作成される成果物及びその他の著作権等の取扱いについては、

委託者に無償で譲渡するものとする。ただし、個別に協議した場合は、この限り

でない。 

なお、作成した成果物の二次利用に当たって必要な権利関係の調整等は、受託

者の負担において行うものとする。 

 

（８）定めのない事項等 

本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に関し疑義が生じた場合は、遅滞なく

委託者と受託者双方が協議して定めるものとする。 

  



 

［参考様式］ 

 

■ 相談者・空き家の基本情報 

相談 No.  相談窓口  

相談年月日  相談員氏名  

相談者氏名  相談者の年齢 歳 

相談者居住地 市（町村） 空き家の所在地 市（町村） 

建物概要 

形態 （例）一戸建て 

建築年月  

構造・階数 造 階 

面積 

（延床面積） （敷地面積） 

㎡ ㎡ 

建物の状態  

相談分類 

相談当初 （例）相続／管理／賃貸／売却／解体 

四半期報告 （例）相続／管理／賃貸／売却／解体 

相談窓口を 

知ったきっかけ 
 

相談内容  



 

［参考様式］ 

 

■ 相談対応の進捗状況 

□ 具体的な手法の提案／専門家・協力事業者の紹介 

提案年月日  相談員氏名  

提案・紹介分類 

具体的な手法 （例）相続／管理／賃貸／売却／解体 

専門家・協力事業者 （例）相続／管理／賃貸／売却／解体 

提案内容  

□ 出張相談・専門家派遣 

現地調査日時  

相談員氏名  専門家氏名  

□ 所有者等への空き家に関連する試算の提案 

提案年月日  相談員氏名  

提案収支内容 円 公的支援の活用 （例）有／無 

分析・検討内容  



 

□ 解決に向けたフォローアップ 

相談年月日  相談員氏名  

再提案年月日  再提案収支内容 円 

再提案理由  

再提案内容  

解決年月日  解決収支内容 円 

解決内容  

成果・課題等  

  



 

［参考様式］ 

 

■ 相談者・空き家の希望条件 

相談 No.  相談窓口  

相談年月日  相談員氏名  

相談者氏名 

（法人名称） 
 

相談者居住地 

（法人所在地） 
市（町村） 

個人／法人  希望所在地 市（町村） 

希望条件 

用途・目的  

賃料  

賃貸借期間  

形態 （例）一戸建て 

建築年月  

構造・階数 造 階 

面積 

（延床面積） （敷地面積） 

㎡ ㎡ 

備考  

相談内容  

  



 

［参考様式］ 

 

■ マッチングの進捗状況 

□ 所有者と活用希望者とのマッチング 

所有者情報 活用希望者情報 

相談者氏名 

（所有者氏名） 
 

相談者氏名 

（法人名称） 
 

相談者居住地 市（町村） 個人／法人  

空き家の所在地 市（町村） 希望所在地 市（町村） 

条件整理等  

解決年月日  解決収支内容 円 

解決内容  

成果・課題等  

  



 

［参考様式］ 

所 見 書 
■ 現地調査概要 

現地調査日時  

相談員：氏名  

専門家：所属  

専門家：氏名  専門家：資格  

■ 建物概要 

所有者氏名  

空き家の所在地  

建物概要 

形態 （例）一戸建て 

主要用途  

建築年月  

構造・階数 造 階 

面積 

（延床面積） （敷地面積） 

㎡ ㎡ 

登記状況  

周辺状況  

建物の状態  

※別紙：周辺状況及び建物の状態がわかる写真など 



 

■ 相談内容 

 

■ 周辺状況及び建物の状態を踏まえた所見 

 

■ 想定賃料、想定売買価格、改修費など 

 

■ 備考 

 

 


